１　競争参加資格確認申請書等について
 (1)　電子入札
○　電子入札システムにおいての申請処理が申請書となるため、別添「競争参加資格確認申請書（別記様式第１号）」の提出は必要ない。
○　競争参加資格確認資料（別記様式第２号）
○　資格認定証明書、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し
○　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写し
・配置予定技術者が、競争参加資格確認申請のあった日において、引き続き３か月以上の雇用関係がある者であることを証する書類。）
　※請負金額4,500万円（建築一式工事は9,000万円）以上の工事
○　最新の経営事項審査（建設業法第27条の23第１項に定めるものをいう。）に係る結果通知書
○　専任特例１号の場合の監理技術者等の配置に関する届出書（別記様式第２－１号）
・・・必要に応じて提出
○　専任特例２号の場合の監理技術者の配置に関する届出書（別記様式第２－２号）
・・・必要に応じて提出
○　主任（監理）技術者重複申請調書〈別紙１〉・・・必要に応じて提出
・「主任（監理）技術者重複申請書」を提出する場合は、「競争参加資格確認書類（別記様式第２号）」と同一ファイルで提出すること。
○　誓約書
○　配置予定技術者決定通知書〈別紙３〉・・・必要に応じて提出

(2)　紙入札
「紙入札方式移行承諾願」を提出し、紙入札方式をよる入札の承諾を得た場合に限る。
○　競争参加資格確認申請書（別記様式第１号）
○　競争参加資格確認資料（別記様式第２号）
○　資格認定証明書、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の写し
○　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写し
・配置予定技術者が、競争参加資格確認申請のあった日において、引き続き３か月以上の雇用関係がある者であることを証する書類。
○　最新の経営事項審査（建設業法第27条の23第１項に定めるものをいう。）に係る結果通知書
○　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書等の写し・・・必要に応じて提出
○　主任（監理）技術者重複申請調書〈別紙１〉・・・必要に応じて提出
○　誓約書
○　配置予定技術者決定通知書〈別紙３〉・・・必要に応じて提出

２　競争参加資格申請受付票について
競争参加資格確認申請書を提出したにも関わらず、入札日の前日までに、確認通知が送付されない場合には、直ちに連絡すること。

３　備考
(1) 専任特例１号の場合の監理技術者等の配置に関する届出書について
　　専任特例１号の場合の監理技術者もしくは主任技術者の配置を予定する場合及び現場配置技術者の専任を要する工事と営業所技術者等との兼務を予定する場合は、専任特例１号の場合の監理技術者等の配置に関する届出書（別記様式第２－１号）をあわせて電子入札システムにより申請すること。

[bookmark: _Hlk194520476] (2) 専任特例２号の場合の監理技術者の配置に関する届出書について
　　　専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定する場合は、「専任特例２号の場合の監理技術者の配置に関する届出書」（別記様式第２－２号）をあわせて電子入札システムにより申請すること。この場合、様式第２号の(5)には特例監理技術者となる者を記載すること。

(3)　主任（監理）技術者重複申請調書について 
　　 配置予定技術者が、他の入札参加予定工事との重複が想定される場合に提出するものとするが、他の工事を落札したことにより配置予定技術者を配置できなくなった場合には、「取下げ書〈別紙２〉」を開札日時までに紙媒体で提出すること。（郵送の場合には、書留郵便に限る。）
     
(4)　配置予定技術者決定通知書について
配置予定技術者を複数申請した場合に提出するものとし、落札決定後１名を選択し、速やかに提出すること。

(5)　その他
ア　申請書提出期限後の技術者の変更は認めないので、技術者の選定にあたっては、資格要件を十分に確認し、申請書を提出すること。
　  イ　申請書の提出にあたり、資格要件の問い合わせを行う場合は、電話のみとし、来庁による担当者等への問い合わせは行わないこと。
　  ウ　申請書等の再提出は原則として認めない。ただし、申請書等の不備による場合は、申請者からの申し出により、申請書提出期限内において１回に限り再提出することができる。
　  なお、再提出する場合には、入札説明書２の担当部局の承諾を得てから行うこと。
エ　開札日当日は連絡が取れる体制を確保しておくこと。







































                           本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

（別記様式第１号）（その１）単体用　

競争参加資格確認申請書

                                                 　　   　年 　 月　  日

     茨城県警察本部長  　　　  殿
      （          課扱い）

住所
商号又は名称
                                        代表者氏名


令和８年９月24日付けで公告のありました取手警察署照明改修工事に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
  なお、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１  競争参加資格確認資料（別記様式第２号）

２  ＣＯＲＩＮＳ又は契約書の写し等（契約書の写し等の提出を求める場合のみ）

（注）  この様式は、電子入札システムにより申請書を提出しない場合にのみ使用すること。

























                           本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　


（別記様式第１号）（その２）経常建設共同企業体用又は特定建設工事共同企業体用

競争参加資格確認申請書

                                                 　　    年 　 月　  日

     茨城県警察本部長  　　　  殿
      （          課扱い）

　　　　　　　　　　　名称　　　　　（経常又は特定）建設（工事）共同企業体

住　　　　所
代表構成員      商号又は名称
代表者氏名

住　　　　所
構成員      商号又は名称
代表者氏名

令和８年９月24日付けで公告のありました取手警察署照明改修工事に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。
  なお、成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

１  競争参加資格確認資料（様式第４号）

２  ＣＯＲＩＮＳ又は契約書の写し等（契約書の写し等の提出を求める場合のみ）

（注）  この様式は、電子入札システムにより申請書を提出しない場合にのみ使用すること。





















（別記様式第２号） （１／２面）本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

競争参加資格確認資料
入札希望　　工事名　：
　　　　　　工事場所：
商号又は名称　　　　　　　　
	（１）対象工事に係る総合点数                    　　　　　　　　　　　　　　点

	（２）対象工事に係る年間平均完成工事高                                 　　億円

	（３）
同種又は
類似工事
施工実績
	工事名
	

	
	工事場所
	

	
	発注者名
	

	
	契約金額
	

	
	工   期
	

	
	受注形態
	単体・経常ＪＶ（出資比率）・特定ＪＶ（出資比率）

	
	構造形式
	

	
	規模・寸法
	

	
	使用機材・数量
	

	
	その他
特記事項
	

	（４）
県工事の施工実績
	工事名
	
	契約金額

	
	工事場所
	
	工期 　年　月～　年  月

	（５）

技術者の資格・経験等
	現住所 　　　　　  　氏名　　                   年齢

	
	所属会社・勤務課所

	
	資格（名称・取得年・登録番号）

	
	営業所技術者等であるか
	(該当)　有・無

	
	経営業務の管理責任者等であるか
	(該当)　有・無

	
	工
事
経
歴
の
概
要
	工事名
	発注者名

	
	
	工事場所
	契約金額

	
	
	工期　　　　　年　月～　年　月
	当時の役職

	
	
	工事内容

	（６） 建設業法に基づく主たる営業所（本店）又は営業所（支店等）の所在地
	

	（７） 更生手続き開始の申立てがなされている者又は再生手続き開始の申立てがなされている者か（茨城県知事が一般競争入札参加資格の再認定をした者を除く）
	（該当）
有・無

	（８） 対象工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関連がある者か
	（該当）
有・無

	（９） 対象工事に係る許可の種類
	特・般

	
	


この書類の記載責任者・連絡先
　商号：
　氏名（ふりがな）：
　所属：
　電話番号：
　FAX番号：
　メールアドレス ：

（別記様式第２号）（２／２面）
作成要領
１  １／２面（１）～（６）には、公告において明示された競争参加資格があることを示す必要最小限の事項について記載すること。（競争参加資格要件として付されていない条件に係るものは空欄で可）
２　入札公告に示された時期、方法により、次の(1)～(4)の書類（競争参加資格の裏付け資料）を提出すること。ただし、競争参加資格要件として付されていない条件に係るものは除く。
     (1) 施工実績の確認に要する書類
工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に登録された当該工事の登録内容確認書（以下「登録内容確認書」と言う。）又は契約書（又はこれに準ずるもの）の写し
＊　登録内容確認書で工事概要等の判断が困難な場合には、工事概要書及び施工図面等の写しを添付すること。
＊　登録内容確認書は、竣工時のものに限る。（(2)において同じ。）
   (2) 配置予定技術者の資格・施工経験の確認に要する書類
・資格認定証明書、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了履歴の写し
・登録内容確認書
   (3) 配置予定技術者との雇用関係を証する書類（健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通書
の写し等）
＊　健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通書の写しはあらかじめ基礎年金記号及び他者の個人情報部分にマスキングを施した状態で提出すること。
   (4) 契約締結（予定）日から１年７月以内の審査基準日の経営事項審査を受審したことを証する書面（共同企業体の場合は、全ての構成員に係るもの）。
３　１／２面の（３）同種又は類似工事施工実績、（４）県工事の施工実績には、公告において明示した期間内に竣工したものを記載すること。
４　１／２面（７）以下の右欄には該当するものに○印を付すること。
５  この確認資料は、共同企業体の場合、すべての構成員について作成すること。
６　電子入札による場合には、この様式（１／２面）及び添付書類を電子ファイルにして提出すること。この様式（１／２面）及び添付書類の容量が１メガバイトを超える場合には、その全てを紙媒体により郵送（書留郵便に限る。）で提出すること。ただし、担当部局の了解を得た場合に限り、電子メール（画像ファイル）による提出についても可とする。
この様式（１／２面）及び添付書類を郵送又は電子メールにより提出する場合には、次の内容を記載した電子ファイルを申請書に添えて電子入札システムにより提出すること。
ア 郵送する旨の表示
イ 郵送する書類の目録
ウ 郵送する書類のページ数
エ 発送年月日


















本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

[image: ]（別記様式第２－１号）





















































（別記様式第２－２号）本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

専任特例２号の場合の監理技術者の配置に関する届出書

年　　月　　日
　　　　　殿

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[image: ]　建設業法第２６条第３項第２号の規定の適用を受ける監理技術者（以下「専任特例２号の場合の監理技術者」という。）及び監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）の配置について、下記のとおり届け出ます。







	専任特例２号の場合の
監理技術者
	氏名

	本工事
	工事名
	

	
	監理技術者補佐
	現住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　年齢

	
	
	所属会社・勤務箇所

	
	
	営業所技術者等であるか
	（該当）　有　・　無

	
	
	経営業務の管理責任者であるか
	（該当）　有　・　無

	
	監理技術者補佐の要件

１又は２を満たすこと
	１　一級施工管理技士補であり、かつ主任技術者の要件を満たしている

	
	
	　
	1 一級施工管理技士補
名称（検定種目）・取得年・登録番号：

	
	
	
	2 主任技術者となる資格もしくは実務経験
資格（名称・取得年・登録番号）：
実務経験：

	
	
	２　監理技術者の資格要件を満たしている
　　資格名（名称・取得年・登録番号）：

	
	監理技術者補佐の雇用関係
	監理技術者補佐は受注者と３か月以上の雇用関係がある
　・健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書の写し等で確認

	
	
	

	
	監理技術者補佐が行う業務内容
	　

	
	
	

	兼務を予定している工事
	発注者
	　

	
	担当部署
	　

	
	担当者及び連絡先
	　

	
	工事名
	　

	
	施工場所
	　

	
	工事内容
	　

	
	維持工事に該当
	　（該当）　有　・　無

	
	工期
	　

	
	監理技術者補佐の氏名
	　


※資格者証等の写し、雇用関係が確認できる書類の写しを添付

3- 2- 1- 20

＜別紙１＞本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

主任（ 監理） 技術者重複申請調書

    年　　月　　日

茨城県警察本部長　殿
　


当該工事の配置予定技術者である　　　　　　　　　は、下記の工事の配置予定技術者と重複して申請しております。
よって、他の工事の入札において落札したことにより、当該配置予定技術者を配置できない場合は、競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをいたします。

記

	重複申請の状況

	
１
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入札日
	

	
２
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入札日
	

	
３
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入札日
	

	
４
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入札日
	

	
５
	工事名称
	

	
	発注機関名
	

	
	入札日
	



住所
商号又は名称
代表者

＜ 別紙２＞本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

競争参加資格確認申請書　　　　取下げ書
入札参加申込書

　　　　　年　　月　　日

　


当該工事の配置予定技術者である　　　　　　　　　　　は、下記の工事の入札において落札者となったため，配置予定技術者として配置できません。
よって，競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをいたします。



	競争参加資格確認申請書・入札参加申込書の取下げをする工事

	工事名称
	

	入札日
	




記

	落札した他の工事の状況

	工事名称
	

	発注機関名
	

	入札日
	





住所
商号又は名称
代表者




＜別紙３＞本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

配置予定技術者決定通知書

　　年　　月　　日　

　茨城県警察本部長　殿



　工事番号及び工事名


　工　 事　 場　 所



　上記工事の配置予定技術者を　　　　　　、　　　　　　、　　　　　　の　　名で申請しておりましたが、主任技術者を　　　　　と決定しましたので通知いたします。












住所
商号又は名称
代表者








	工事費内訳書作成例（建築版）
	作成日：　　　年　月　日


工　事　費　内　訳　書
（工事番号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（商号又は名称）
	　　　　（代表者名）



	工事区分･工種･種別･細別･規格
	 数 　量
	単 位
	 　　金　　　　　　 額
	 摘 　要

	  直接工事
	    　　
	　
	     　　　　　　
	　

	    直接仮設工事
	　　     １
	　 式
	                 　 7,313,800
	

	    土工事
	        １
	  〃
	                   23,265,025
	

	地業工事                    
	      １
	〃  
	                 　　 395,836
	

	    コンクリート工事
	        １
	  〃
	      　           15,700,553
	

	    型枠工事
	        １
	  〃
	        　　　　　 17,292,397
	

	    鉄筋工事
	        １
	  〃
	                   13,350,138
	

	    鉄骨工事
	        １
	  〃
	                    4,730,145
	

	既製コンクリート工事        
	      １
	〃  
	                 　　 957,402
	

	    防水工事
	        １
	  〃
	                    3,632,152
	

	    タイル工事
	        １
	  〃
	                    2,634,231
	

	    木工事
	        １
	  〃
	                    4,345,543
	

	    金属
	        １
	  〃
	                   12,656,937
	

	    雑工事
	        １
	  〃
	                   15,340,000
	

	　直接工事費計  
	
	
	                  121,614,159
	

	  
	
	
	                  121,614,000
	

	
	
	
	
	

	　共通費
	        
	  
	                  
	 

	    共通仮設費
	        １
	  式
	                    9,026,000
	

	    現場経費
	        １
	  〃
	                   15,232,000
	

	    一般管理費等
	        １
	  〃
	                   19,140,000
	

	  共通費計
	
	
	                   43,398,000
	

	
	
	
	
	

	  合　計
	
	
	                  165,012,000 
	

	  見積価格
	
	
	                  165,010,000
	


直接工事費のうち、材料費　　　　　　円
直接工事費のうち、労務費　　　　　　円
工事原価のうち、現場労働者の法定福利費の事業主負担額　　　円
現場管理費のうち、建設業退職金共済契約に係る掛金　　　　円
工事原価のうち、安全衛生費　　　円
　　※作成にあたっては、次頁「工事費内訳書作成に関する注意事項」に留意すること。

作成例（２／２面）

「工事費内訳書作成に関する注意事項」

　　１　工事費内訳書は、入札（見積）書（茨城県建設工事執行規則第５条第１項関係様式第１号）に記載する見積金額の内訳を記載するものであり、適切な原価計算に基づき積算した結果を記載するものとする。

２　Ａ４版（縦使い又は、横使いいずれでも可）とする。また、複数枚になってもよい。

３　工事費内訳書は、作成日、工事番号、工事名称、商号・代表者名（印）を記した表紙を別葉とすることができる。
　　ただし、閲覧用図書の工事概要書（写しを含む。）あるいは、見積書を表紙として使用してはならない。

　　４　代表者印については、電子システムにより提出する場合は、その押印を要しない。

５　最下欄の見積価格は、入札（見積）書の見積金額と一致していること。

６　内訳は、各工事の閲覧用図書に参考資料として添付されている本工事費内訳書の細別・規格程度まで記載することを目安とする。
　（閲覧用図書の工事数量総括（内訳表）（種別及び数量の一式レベル）よりも詳細な内訳であることに十分留意すること。（ただし、閲覧用図書の工事費内訳書の数量欄が一式表示である場合は、この限りでない。））

７　当該工事の閲覧用図書の参考資料として添付されている本工事費内訳書を利用して単価、金額欄を記入したものを添付してもよい。
この場合、工事価格欄の摘要欄に、「見積価格（入札書の見積金額）」と記入するものとする。なお、見積価格は、消費税相当額を含まない額とすること。

８　工事費内訳書は、積算の内訳を明らかにするものであることから端数処理の場合を除いて、「値引き」や「割引」など理由のない減額項目を記載しないこと。

９　工事費内訳書に、材料費、労務費、現場労働者に関する法定福利費（労災保険料、雇用保険料、厚生年金保険料の法定の事業主負担額）、安全衛生経費（労働安全衛生法令等に基づく労働災害防止対策に必要な経費）及び建退共掛金を必ず記載すること。

　　10　工事費内訳書の記載に不備等があったときは、説明を求める場合がある。
　郵送による書面の提出方法について
＜競争参加資格確認資料＞
紙入札（郵送）により競争参加資格確認資料を提出する場合の封筒は、任意の二重封筒とし、次のとおりとする。
・表に確認資料送付先郵便番号、住所及び入札執行課名、申請に係る工事番号及び工事名、申請者に住所及び商号又は名称、担当者及び連絡先を表記し、併せて「競争参加資格確認資料在中及び締切日」を朱書きする。
　　　　　　　　郵便番号
　　　　　　　　資料送付先住所
　　　　　　　　課名
　　　　
競争参加資格確認資料在中（締切日　　年　　月　　日）　←朱書
工事番号　　　　第　　　　　号
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）

申請者の住所　　　　
商号又は名称
担当者氏名
連絡先










＜入札書＞
紙入札（郵送）により入札書を提出する場合の封筒は、任意の二重封筒とし、次のとおりとする。
・中封筒は、入札書を入れて、封かんの上、「入札書在中」と朱書き表記し、開札日、入札に係る工事番号及び工事名、入札者の商号又は名称を表記するものとする。
○　中封筒（入札書を入れる封筒）
入札書在中　←　朱書き
開札日　　　　　　　年　　月　　日
工事番号　　　　第　　　　　号
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）
入札者名　　　　㈱　　　　　会社





・表封筒は、入札書を同封した中封筒、工事費内訳書及び連絡担当者の名刺１枚、最新の経営事項審査結果通知書の写しを入れ、表に入札書送付先郵便番号、住所及び入札執行課（所）名、入札に係る工事番号及び工事名、入札参加者の住所及び商号又は名称、担当者氏名及び連絡先を表記し、併せて「入札書在中及び開札日」を朱書きする。
○　表封筒（工事費内訳書、最新の経営事項審査結果通知書の写しを入れる封筒）
　　　　　　　郵便番号
　　　　　　　入札書送付先住所　　茨城県　　市
　　　　　　　課（所）名　　　　　茨城県

入札書在中（開札日　　　　年　　月　　日）←　朱書き
工事番号　　　　第　　　　　号
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）

入札参加者の住所
商号又は名称
担当者氏名
連絡先






＜辞退届＞
紙入札（郵送）により辞退届を提出する場合の封筒（任意）は、次のとおりとする。
・記名押印した辞退届を入れ、表に入札書送付先郵便番号、住所及び入札執行課（所）名、入札に係る工事番号及び工事名、入札参加者の住所及び商号又は名称、担当者氏名及び連絡先を表記し、「開札日」と「辞退」を朱書きするものとする。
　　　　　　　郵便番号
　　　　　　　辞退届送付先住所　　茨城県　　市
　　　　　　　課（所）名　　　　　茨城県

開札日　　　　年　　月　　日　辞退　←　朱書き
工事番号　　　　第　　　　　号
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事（業務）

入札参加者の住所
商号又は名称
　担当者氏名
　連絡先










· いずれも縦書き・横書きは自由。
· 書留郵便（簡易書留・送達記録を含む。）に限る。
· 書面は、紙媒体に限る。





















電子メールによる書面の提出方法について

電子メールにより競争参加資格確認資料、入札書、辞退届等を提出する場合は、原則として電子入札システムに登録されているアドレスから送付するものとし、下記を参考に送付する。
（メールの受信可能容量は、10メガバイトとなっているので、注意すること。）

＜競争参加資格確認資料＞
【メールの例】
　　〇メール題名：【商号又は名称】競争参加資格確認資料の送付（第〇－〇－〇－〇―〇号）
　　〇メール本文
　　　　・申請に係る工事番号及び工事名
　　　　・申請者の住所及び郵便番号
　　　　・申請者の商号又は名称
　　　　・申請者の連絡先
　　　　・担当者氏名
　　　　・担当者連絡先
　　〇添付ファイル
　　　　競争参加資格確認資料を画像ファイル（tif，jpg，png）に変換して添付。

＜入札書＞
【メールの例】
　　〇メール題名：(〇月〇日開札)【商号又は名称】入札書及び工事費内訳書の送付（第〇－〇－〇－〇―〇号）
　　〇メール本文
　　　　・入札に係る工事番号及び工事名
　　　　・入札参加者の住所及び郵便岸号
　　　　・入札参加者の商号又は名称
　　　　・入札参加者の連絡先
　　　　・担当者氏名
　　　　・担当者連絡先
　　〇添付ファイル
　　　　入札書及び工事費内訳書を画像ファイル（tif，jpg，png）に変換するとともにパスワードを設定して添付。パスワードは別のメールにて送付する。

＜辞退届＞
【メールの例】
　　〇メール題名：(〇月〇日開札)【商号又は名称】辞退届の送付（第〇－〇－〇－〇―〇号）
　　〇メール本文
　　　　・入札に係る工事番号及び工事名
　　　　・入札参加者の住所及び郵便番号
　　　　・入札参加者の商号又は名称
　　　　・入札参加者の連絡先
　　　　・担当者氏名
　　　　・担当者連絡先
　　〇添付ファイル
　　　　辞退届を画像ファイル（tif，jpg，png）に変換して添付。
































入札辞退届本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　






工事名（委託業務名）



上記について、都合により入札を辞退します。



　　年　　月　　日



住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名



茨城県警察本部長　　殿












紙入札方式参加承諾願本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　



１　案件名称（工事番号及び工事名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


２　電子入札システムによる参加ができない理由




　上記案件について、茨城県建設工事等電子入札システムによる電子入札に参加できないため、紙入札方式による参加の承諾をお願いします。

　　　　年　　　月　　　日

（申請者）
業者番号
住　　　所
企業名称
代表者名


　茨城県警察本部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記について承諾します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　　年　　　月　　　日　


                               殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　茨城県警察本部長



紙入札方式移行承諾願本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　



１　案件名称（工事番号及び工事名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


２　電子入札システムによる処理が継続ができない理由




　上記案件について、茨城県建設工事等電子入札システムによる電子入札の処理継続が不可となったため、紙入札方式への移行の承諾をお願いします。

　　　年　　　月　　　日

（申請者）
業者番号
住　　　所
代表者名


　茨城県警察本部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記について承諾します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　令和　　　年　　　月　　　日　


                               殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　茨城県警察本部長



誓　約　書本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　茨城県警察本部長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　申込人　住　　　　所
                                      商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
   　　　　　　　　　                 
令和８年９月24日付で公告のありました、取手警察署照明改修工事の一般競争入札参加申請に当たって、下記のとおり誓約します。
　なお、これらが事実と相違することが判明した場合は、当該事実に関して茨城県警察本部が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
記
１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しておりません。

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号の規定に該当しておりません。

３  役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」という。）がいる法人等（法人又は団体若しくは個人をいう。以下同じ。）ではありません。

４  暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその経営又は運営に実質的に関与している法人等ではありません。

５  役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等ではありません。

６  役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しくは運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等ではありません。

７  役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している法人等ではありません。

８  役員等又は使用人が、前３～７各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら、これを利用するなどしている法人等ではありません。

９　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第1号から同条第３号に該当する者ではありません。

10　無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員に該当しておりません。

11　会社更生法第17条の規定に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てはされておりません。

12　入札参加に当たっては、入札公告、入札説明書及び仕様書の内容を承知した上で参加します。
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※1：建設業法施行規則（昭和24年建設省令第14号）

※2：省令（17条の2第1項第5号又は省令17条の5第1項第5号）の該当する号等、他同じ

専任特例１号の場合の監理技術者等の配置に関する届出書

請負代金の額

（ニ(3)）

建設工事１



工事現場の施工体制の

確認方法

（ニ(7)）



期間



工事名称

名称

所在地

契約締結営業所

（ニ(1)）



建設工事の内容

（ニ(2)）



実績時間



対象期間 令和



建設業者

名称

（イ

※2

）

所在地

（イ）



主任技術者

又は監理技

術者

（営業所技

術者又は特定営業

所技術者）



～ 令和



（省令

※1

17条の2又は17条の5に基づく人員の配置を示す計画書）

工事名称

（ニ(1)）

工事現場所在地

（ニ(1)）

建設工事２

建設工事の内容

（ニ(2)）

請負代金の額

（ニ(3)）

移動時間

（ニ(4)）

工事現場の施工体制の

確認方法

（ニ(7)）



情報通信機器

（ニ(8)）



連絡員

（ニ(6)）

所属会社



実務の経験



※土木一式工事又は建

築一式工事の場合に記

載

※実務の経験は１年以

上である必要

工事名称 期間

合計



※３次以内である必要

下請次数

（ニ(5)）

工事名称

（ニ(1)）



氏名

（ロ）

所在地

（ニ(1)）



※17条の5の場合のみ記載



※法別表第1上段のどれか



※1億円未満（建築一式工事の場合

は２億円未満）である必要



※１日で巡回可能かつ概ね２時間以内であ

る必要



合計



実務の経験



※土木一式工事又は建

築一式工事の場合に記

載

※実務の経験は１年以

上である必要

移動時間

（ニ(4)）

下請次数

（ニ(5)）

情報通信機器

（ニ(8)）

連絡員

（ニ(6)）

所属営業所名

（ロ）

一日平均の

法定外労働時間

（ハ）

見込み時間



※法別表第1上段のどれか



※1億円未満（建築一式工事の場合

は２億円未満）である必要



※１日で巡回可能かつ概ね２時間以内であ

る必要



※３次以内である必要

※17条の5の場合のみ記載

※上記所属営業所と同じで

ある必要



氏名



氏名

所属会社
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監理技術者補佐

（専任）

監理技術者補佐

（専任）

監理技術者（専任特例２号の場合の監理技術者）

兼務を予定している工事

本工事


